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１ 沿 革

昭和39年10月 ◆公害課の１係として、旧衛生研究所建物（横浜市南区中村町）に検査測定係を設置

昭和43年 4月 ◆検査測定係を母体として「公害センター」を新設

（企画普及課、大気課、水質課、騒音課の４課20名で発足）

昭和45年 7月 ◆従来行政機関であったものを研究機関に改め、企画普及課、大気科、水質科、騒音

科とし、同月に特定有害物質、重金属を担当する特殊物質科を新設

10月 ◆川崎支所を県工業試験所川崎支所内に、湘南支所を寒川町の県企業庁水源事務所内

に、それぞれ設置

昭和47年 1月 ◆ 湘南支所の庁舎が平塚市豊原町に完成本所、各支所の新庁舎建設に着手していたが、

3月 ◆本所の移転拡充が衛生研究所の拡充と同時に進められ、横浜市旭区二俣川に新庁舎

が完成

昭和47年 4月 ◆川崎支所を京浜支所と改称。大気部、水質部の部制をしき、企画普及課を管理課、

騒音科を騒音振動科と改称

5月 ◆本所を横浜市旭区二俣川に移設し、業務開始

昭和47年11月 ◆京浜支所庁舎が同敷地内に完成

昭和48年 7月 ◆研究業務の企画調整、普及指導業務の強化を図るため企画指導室を新設

京浜支所に大気科を、湘南支所に大気科と水質科をそれぞれ設置

昭和49年 8月 ◆京浜支所及び湘南支所に管理課を設置

昭和56年 6月 ◆京浜支所を特殊環境部 同所の大気科を特殊環境科とし、管理課を本所（川崎駐在）、

管理課に統合

平成 3年 4月 ◆公害センターを「環境科学センター」として改組し、現在地で発足

従来の川崎駐在事務所、湘南支所、大気汚染監視センター（本庁）及び廃棄物研究

部門 を統合拡充するとともに、県民の環境学習のための施設等を整備（衛生研究所）

7月 ◆落成式

◆環境学習施設、環境情報監視システム本格稼働

平成13年 3月 ◆環境科学センターの地下１階に、ダイオキシン分析施設を整備

平成14年 1月 ◆環境学習施設の一部を改修し、新たに実習室を整備

（管理課、企画部、環境保全部、環境技術部、情報交流部）平成15年 6月 ◆１課５部の組織を１課４部

へ再編

平成20年 4月 ◆１課４部の組織を１課２部 へ再編（管理課、環境情報部、調査研究部）

２ 運営概要

２．１ 所 在 地

〒254-0014 平塚市四之宮１丁目３番３９号

電 話 0463(24)3311（代表）

ＦＡＸ 0463(24)3300

http：//www.k-erc.pref.kanagawa.jp/center/contents.htmlURL

２．２ 敷地及び建物

敷 地 敷地面積 4,218.28 ㎡ (H 7.2.10 995.12 ㎡増)

建 物 延床面積 7,098.10 ㎡

本館棟 鉄骨鉄筋コンクリート造 地下１階、地上４階 7,048.80 ㎡

付属棟 鉄筋コンクリート造 地上１階 49.30 ㎡
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２．３ 組織及び業務内容(平成２１年４月１日現在)

管 理 課

●人事、文書、個人情報等に関する事務

●予算の経理、庁舎等の管理

環境情報部

環境活動推進課

●試験研究・調査等の企画調整、他機関との連絡調整

成果の評価及び広報 普及等アウトリーチ活動の推進、

所長 副所長 ●環境学習に係る企画・指導、環境活動の支援、相談

●環境保全に係る人材育成

環境監視情報課

●大気汚染、水質汚濁等の環境監視

●環境情報の収集・解析及び提供

●騒音・振動に係る調査・指導

調査研究部

（化学物質担当）

●大気 水域のダイオキシン類や 法対象物質などの・ ＰＲＴＲ

化学物質調査、生態影響

（水源環境担当）

●相模湖・津久井湖の水質汚濁の解明、

水環境モニタリング調査（動植物、水質）

大気環境に係る丹沢ブナ林の保全に関する調査研究

（地域課題担当）

●工場・事業所、廃棄物処理施設等における排水 排ガス、、

地下水・土壌汚染、悪臭に関する調査研究

アスベストに関する調査、事故・苦情対応調査

２．４ 職員配置数

（ ）平成２１年４月１日現在

所 属
環境情報部 調査研究部 計所 長 副所長 管理課

種 別

1 4 7 12事 務 系

1 12 22 35技 術 系

(1) (22) (23)（うち研究職）

2 2運 転

1 1 6 19 22 49合 計

(1) (22) (23)（うち研究職）
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２．５ 予算執行状況

２．５．１ 平成20年度歳入歳出決算額

環境科学センターの平成20年度の歳入決算額は157,499円、歳出決算額は578,081,534円でした。

歳入は、庁舎の使用料及び公衆電話取扱手数料収入等で、歳出の科目別決算状況は次のとおりでし

た。

平成20年度歳出決算額総括表
（単位：円）

会計 款 項 目 決 算 額

一般会計 総 務 費 20,098,242

総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 17,467,230

政 策 費 政 策 調 整 費 2,631,012

衛 生 費 公 衆 衛 生 費 生活習慣病対策費 161,563

土 木 費 土 木 管 理 費 県 有 施 設 管 理 費 1,711,500

環 境 費 482,630,698

環 境 管 理 費 277,764,973

環 境 総 務 費 5,000

環 境 計 画 費 1,193,850

環境科学センター費 276,566,123

維 持 運 営 費 130,588,206

研 究 調 査 費 5,760,348

研究機器整備費 15,963,325

環境情報推進費 124,254,244

環境保全対策費 204,865,725

大 気 水 質 保 全 費 202,346,326

廃 棄 物 対 策 費 2,519,399

計 504,602,003

水源環境保全 水源環境保全・ 企 画 費 水 源 環 境 調 査 費 71,979,531

・再生事業 再生事業費 環 境 農 政 費 自 然 保 護 費 1,500,000

会計 計 73,479,531

合計 578,081,534

２．５．２ 年度別歳出決算額 （過去１０年間）
（単位：円）

年 度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

決 算 額 750,260,868 892,077,201 500,600,607 533,503,801 555,700,432

年 度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

決 算 額 511,754,501 552,047,019 496,182,032 492,149,995 578,081,534

２．６ 環境安全管理協議会

平成３年度、当センターが現在地に立地するに際し 「先端技術産業立地環境対策暫定指針 （平成２、 」

年７月策定、平成５年10月に「神奈川県先端技術産業立地化学物質環境対策指針」に改正、平成17年３

月で廃止）に基づき「業務に伴って生じる公害及び災害事故を未然に防止し、地域住民の安全と健康を

守り、生活環境を保全する」ことを目的に、平塚市長、地元５自治会長、神奈川県知事との間で「神奈

川県環境科学センターに係る環境安全協定」を締結しました。また、この協定に基づき、関係当事者に

学識経験者をメンバーに加えて「神奈川県環境科学センター環境安全管理協議会」を設置しました。

環境安全管理協議会では、毎年度、当センターで使用する化学物質、微生物、放射性物質の安全管理

並びに大気汚染防止対策、水質汚濁防止対策、廃棄物対策、災害事故防止及び自己監視に関する事項、

環境安全組織の整備等の「環境安全計画」について協議しています。

、 ） 、「 」 。平成20年度は 6月10日(水 に協議会を開催し 環境安全計画 を書面で平塚市長へ提出しました


